
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 43,683,468 ※ 固定負債 13,217,796

有形固定資産 40,793,885 ※ 地方債 11,858,144
事業用資産 22,678,888 ※ 長期未払金 105,588

土地 6,437,382 退職手当引当金 1,231,519
立木竹 71,257 損失補償等引当金 0
建物 34,651,477 その他 22,545
建物減価償却累計額 △ 20,018,560 流動負債 1,469,855
工作物 3,539,672 1年内償還予定地方債 1,325,278
工作物減価償却累計額 △ 2,023,669 未払金 28,606
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 115,971
航空機 0 預り金 0
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 713,296 14,687,651
その他減価償却累計額 △ 711,588 【純資産の部】
建設仮勘定 19,620 固定資産等形成分 48,710,261

インフラ資産 17,723,867 余剰分（不足分） △ 14,258,563
土地 1,221,150
建物 181,198
建物減価償却累計額 △ 116,198
工作物 45,049,846
工作物減価償却累計額 △ 28,612,129
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 1,964,870
物品減価償却累計額 △ 1,573,740

無形固定資産 2,406
ソフトウェア 2,406
その他 0

投資その他の資産 2,887,177
投資及び出資金 367,997

有価証券 10,130
出資金 357,867
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 84,636
長期貸付金 508,133
基金 1,945,748

減債基金 0
その他 1,945,748

その他 0
徴収不能引当金 △ 19,337

流動資産 5,455,880 ※

現金預金 449,592
未収金 23,304
短期貸付金 0
基金 4,982,985

財政調整基金 1,624,416
減債基金 3,358,569

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0 34,451,697 ※

49,139,348 49,139,348

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 9,784,082 ※

業務費用 5,633,358 ※

人件費 1,525,334
職員給与費 1,340,989
賞与等引当金繰入額 115,971
退職手当引当金繰入額 6,319
その他 62,055

物件費等 3,966,717 ※

物件費 1,909,838
維持補修費 144,436
減価償却費 1,909,191
その他 3,253

その他の業務費用 141,307
支払利息 96,270
徴収不能引当金繰入額 5,958
その他 39,079

移転費用 4,150,723 ※

補助金等 2,000,827
社会保障給付 1,015,040
他会計への繰出金 1,039,968
その他 94,889

経常収益 511,965 ※

使用料及び手数料 288,414
その他 223,552

純経常行政コスト 9,272,116 ※

臨時損失 115,448
災害復旧事業費 19,529
資産除売却損 95,919
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 9,387,564

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 35,038,456 ※ 48,792,304 △ 13,753,847

純行政コスト（△） △ 9,387,564 △ 9,387,564

財源 8,800,805 8,800,805

税収等 7,080,803 7,080,803

国県等補助金 1,720,002 1,720,002

本年度差額 △ 586,759 △ 586,759

固定資産等の変動（内部変動） △ 82,043 ※ 82,043 ※

有形固定資産等の増加 3,280,099 △ 3,280,099

有形固定資産等の減少 △ 3,149,395 3,149,395

貸付金・基金等の増加 410,047 △ 410,047

貸付金・基金等の減少 △ 622,795 622,795

資産評価差額 - -

無償所管換等 0 0

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 586,759 △ 82,043 △ 504,716

本年度末純資産残高 34,451,697 ※ 48,710,261 △ 14,258,563

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 7,932,393

業務費用支出 3,751,025
人件費支出 1,558,150
物件費等支出 2,096,605
支払利息支出 96,270
その他の支出 -

移転費用支出 4,181,368
補助金等支出 2,031,471
社会保障給付支出 1,015,040
他会計への繰出支出 1,039,968
その他の支出 94,889

業務収入 8,918,356 ※

税収等収入 7,077,520
国県等補助金収入 1,328,855
使用料及び手数料収入 288,444
その他の収入 223,538

臨時支出 19,529
災害復旧事業費支出 19,529
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 966,435 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 2,745,917

公共施設等整備費支出 2,268,764
基金積立金支出 198,253
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 278,900
その他の支出 -

投資活動収入 1,249,504
国県等補助金収入 391,147
基金取崩収入 395,147
貸付金元金回収収入 297,938
資産売却収入 165,272
その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,496,413
【財務活動収支】

財務活動支出 1,275,138
地方債償還支出 1,262,614
その他の支出 12,524

財務活動収入 1,668,496
地方債発行収入 1,668,496
その他の収入 -

財務活動収支 393,358
△ 136,621 ※

586,212
449,592 ※

前年度末歳計外現金残高 0
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 0
本年度末現金預金残高 449,592

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



一般会計等財務書類注記

１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法
資産評価及び固定資産台帳整備の手引き〔平成27年1月総務省〕に定める評価基準及び評
価方法による。

有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券
　　償却原価法による。
　
② 満期保有目的以外の有価証券
　　市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法による。
　　市場価格のないものについては、取得原価による移動平均法による。

有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）
　　定額法を採用
　
② 無形固定資産
　　定額法を採用

引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金
　　過去５年間の平均不納欠損率による。
② 賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給
対象期間の割合を乗じた額を計上
③ 退職手当引当金
　　本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職
手当を次の簡便法により算定
　　勤務年数ごとに（職員数×平均俸給月額×退職手当の支給率）を算定し合算する。

リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資
金の受払を含む。)を、資金の範囲としている。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類
に与えている影響の内容

特になし

３．重要な後発事象

４．偶発債務

５．追加情報

対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
育英奨学金特別会計



一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
なし

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられてる。当会計年度に係る出
納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として
いる。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額が一致し
ない場合がある。

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
実質赤字比率　　　　算定なし
連結実質赤字比率　　算定なし
実質公債費比率　　　11.7%
将来負担比率　　　　36.1%

繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費　931,512,000円

減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減価
償却累計額

事業用資産／建物 ： 20,018,559,851円
事業用資産／工作物 ： 2,023,668,948円
事業用資産／船舶 ： 0円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 711,587,755円
インフラ資産／建物 ： 116,197,605円
インフラ資産／工作物 ： 28,612,128,998円
インフラ資産／その他 ： 0円
物品 ： 1,573,739,569円

減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
積立不足はない

基金借入金（繰替運用）の内容
歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、歳計現金への繰替運用を行っている。

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）

将来負担額　　　　 24,831,672千円
充当可能財源等　　 22,746,342千円
標準財政規模　　　　6,924,048千円
算入公債費等の額　  1,151,967千円

管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）

該当事項なし

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
貸借対照表の純資産における固定資産等形成分には、本町が調達した資源を充当して形成
した資産残高（減価償却累計額控除後）であり、余剰分（不足分）は、純資産の金額から
固定資産等形成分を控除した金額を計上しており、残高が正数であれば余剰分として費消
可能な資源の蓄積を意味する。本町の場合、残高が負数となっていることから、余剰では
なく不足していることを意味する。

基礎的財政収支



業務活動収支　　　　  966,434,579円
支払利息支出　　　　　 96,270,275円
投資活動収支　　　△1,496,413,347円
____________________________________
基礎的財政収支　　△　433,708,493円

重要な非資金取引
該当事項なし



１．一般会計等貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

1,908,335 40,680,219

一般会計等財務書類附属明細書

合計 91,892,759 3,088,698 1,704,450 93,277,007 52,596,787

0 △ 6,990

 物品 1,924,122 85,273 3,724 2,005,671 1,570,612 116,015 435,059

　　建設仮勘定 0 △ 6,698 292 △ 6,990 0

878,913 16,452,800

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 44,674,720 390,209 0 45,064,929 28,612,129

0 1,227,848

　　建物 177,547 3,650 0 181,198 116,198 5,450 65,000

　　土地 1,179,478 98,427 50,057 1,227,848 0

0 18,235

 インフラ資産 46,031,744 485,588 50,348 46,466,984 28,728,327 884,363 17,738,658

　　建設仮勘定 181,142 597,353 760,260 18,235 0

- -

　　その他 713,296 0 0 713,296 711,588 1,708 1,708

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

796,868 14,540,892

　　工作物 3,269,607 270,065 6,289 3,533,383 2,021,679 109,381 1,511,704

　　建物 33,255,444 1,374,697 524,667 34,105,475 19,564,583

0 6,362,705

　　立木竹 71,257 0 0 71,257 0 0 71,257

　  土地 6,446,147 275,722 359,163 6,362,705 0

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 43,936,893 2,517,837 1,650,378 44,804,351 22,297,849 907,957 22,506,502

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

△ 6,990

 物品 60,068 137,762 84,174 - 9,080
994,590 965,492 35,417 40,680,219
27,815 116,161 - 435,059

合計 18,619,036 12,393,828 3,423,514 101,181 4,147,162

　　建設仮勘定 - - - - - - - △ 6,990

16,452,800

　　その他 - - - - - - - - -

　　工作物 15,097,438 - - - 1,355,362 - - -

1,227,848

　　建物 57,353 - 471 - 6,884 - - 292 65,000

　　土地 728,970 - - - 498,877 - - 0

18,235

 インフラ資産 15,883,762 - 471 - 1,861,123 - - △ 6,698 17,738,658

　　建設仮勘定 0 9,720 0 8,515 - - - -

-

　　その他 - - - - 1,708 - - - 1,708

　　航空機 - - - - - - - -

-

　　浮標等 - - - - - - - - -

　　船舶 - - - - - - - -

14,540,892

　　工作物 28,469 1,056,563 150,223 - 60,525 174,463 23,966 17,496 1,511,704

　　建物 1,610,535 8,266,917 2,395,500 9,894 1,506,290 614,765 113,230 23,760

6,362,705

　　立木竹 - - - - 71,257 - - - 71,257

　　土地 1,036,203 2,922,866 793,146 82,771 637,178 177,547 712,135 860

消防 総務 未設定 合計

 事業用資産 2,675,207 12,256,066 3,338,868 101,181 2,276,959

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

966,775 849,331 42,116 22,506,502



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

富山空港ターミナルビル株式会社 2 2,500 5,000 2,500 5,000 0

棚山観光開発株式会社 183 10 1,830 10 1,830 0

富山県いきいき物産株式会社 1 300 300 300 300 0

株式会社新川コミュニティ放送 30 100 3,000 100 3,000 0

合計 216 2,910 10,130 2,910 10,130 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

入善町体育協会 107,124 0 0 0 107,149 99.98% 0

入善町文化振興財団 50,000 0 0 0 50,000 100.00% 0

入善町農業公社 15,000 0 0 0 30,000 50.00% 0

入善里山観光開発株式会社 6,000 0 0 0 8,400 71.43% 0

合計 178,124 0 0 0 195,549 - 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

富山県農業信用基金協会 2,980 0 2,980

富山県漁業信用基金協会 3,100 0 3,100

富山県畜産振興協会 990 0 990



相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

富山県造林公社 730 0 730

社会福祉法人おあしす新川 10,000 0 10,000

とやま医療健康システム株式会社 5,000 0 5,000

地方公共団体金融機構 3,000 0 3,000

新川森林組合 100 0 100

あいの風とやま鉄道株式会社 26,000 0 26,000

県勤労者信用基金協会出捐金 4,351 0 4,351

労働福祉基金出捐金 1,380 0 1,380

県信用保証協会出捐金 9,300 0 9,300

東京富山会館出捐金 1,650 0 1,650

県青年農業者育成基金協会出捐金 3,336 0 3,336

県水産公社出捐金 500 0 500

県水産公社栽培漁業推進基金出捐金 8,230 0 8,230

富山技術開発団体技術振興基金出捐金 3,870 0 3,870

県がん対策基金出捐金 600 0 600

とやま国際センター出捐金 2,140 0 2,140

富山ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ出捐金 200 0 200

富山県高等教育振興財団出捐金 2,730 0 2,730



相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

砂防ﾌﾛﾝﾃｨｱ整備推進機構出捐金 40 0 40

とやま環境財団出捐金 2,620 0 2,620

暴力追放運動推進センター出捐金 2,620 0 2,620

酪農ヘルパー基金出捐金 780 0 780

新川地区ふるさと市町村圏基金出捐金 83,276 0 83,276

富山県女性財団出捐金 220 0 220

0 0

0 0

0 0

0 0

合計 179,743 0 0 0 0 - 0 0 179,743 0



④基金の明細 （単位：千円）

財政調整基金 1,424,416 200,000 1,624,416

減債基金 3,358,569 3,358,569

公共施設等整備基金 704,027 704,027

地域福祉基金 298,000 298,000

坂本福祉事業基金 8,512 8,512

金澤福祉事業基金 45,285 45,285

農業振興基金 15,142 15,142

漁業振興基金 59,172 59,172

山本育英奨学基金 59,108 59,108

芸術文化振興基金 3,000 3,000

墓地公園管理基金 18,958 18,958

異文化理解教育基金 8,940 8,940

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)

米山育英奨学基金 6,063 6,063

米山中学文化スポーツ基金 2,205 2,205

コミュニティ施設建設基金 298,087 298,087

里山温泉観光施設管理基金 10,933 10,933

土地開発基金 373,970 4,346 378,316

災害対策基金 30,000 30,000

合計 6,724,387 200,000 4,346 0 6,928,733 0



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

育英奨学資金貸付金 51,290 0

地域総合整備資金貸付金事業 457,143 0

合計 508,433 0 0 0 0

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

個人住民税 24,183

法人住民税 46

固定資産税 59,760

軽自動車税 647

小計 84,636 0

合計 84,636 0

第三セクター等

【貸付金】

【未収金】

税等未収金

その他の未収金

その他の貸付金



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

個人住民税 7,531

法人住民税 38

固定資産税 14,978

軽自動車税 709

町営住宅退去時修繕費負担金 48

小計 23,304 0

合計 23,304 0

その他の未収金

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業 2,075,936 220,683 659,370 543,295 288,962 391,490 192,820

　　公営住宅建設 651,484 72,326 371,394 100,436 179,654

　　災害復旧 73,706 73,353 73,706

　　教育・福祉施設 1,827,244 285,555 297,367 560,848 736,826 232,203

　　一般単独事業 3,227,747 324,161 72,727 1,719,325 713,910 721,784

　　その他 18,946 454 17,500 1,446

　　臨時財政対策債 5,190,450 315,871 4,978,862 211,588

　　減税補てん債 117,909 32,875 117,909

　　退職手当債

　　その他

合計 13,183,422 1,325,278 6,588,835 2,475,654 1,664,156 2,029,754 0 0 0 425,023

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

13,183,422 12,003,519 1,016,861 21,068 61,602 49,962 24,791 5,619

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

13,183,422 1,325,278 1,309,860 1,272,982 1,243,443 1,207,678 4,550,892 1,572,726 549,146 151,417

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

0

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 19,537 5,958 6,158 19,337

徴収不能引当金 1 1 0

退職手当引当金 1,271,374 6,319 46,174 1,231,519

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 108,932 115,971 108,932 115,971

合計 1,399,844 128,248 161,264 1 1,366,827

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

団体営地域用水環境整備

県道改良負担金

自治公民館補助

LED防犯灯設置事業

担い手育成・規模拡大推進

地域密着型介護基盤整備

その他

計

退職手当組合負担金

コミュニティ助成事業

新川広域圏事務組合分担金

地区振興、元気な地区づくり、コミュニティーパートナー
シップ

入善町社会福祉協議会補助金

民生委員児童委員協議会補助

臨時福祉給付金

シルバー人材センター運営費補助

新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合負担金

病児保育事業

農地集積協力金

入善町農業公社管理運営補助

水田利活用推進

経営所得安定対策推進

地域営農とも補償推進

多面的機能支払交付金

実施団体 57,846
地域密着型サービス等の施設整備に必要な経費や、
開設準備等に必要な経費に対する支援

実施団体 719 自治公民館整備・建設に対する支援

みな穂農業協同組合 5,321
水田を有効活用し、麦・大豆等の戦略作物の生産を
行うものに対する支援

農地や農業用水等の基盤整備事業等を共同で取り
組む活動に対する支援

市町村会館管理組合 194,792

農業再生協議会 27,517 米の生産調整を実施した農業者に対する支援

農業再生協議会 7,236

社会福祉協議会の運営に対する支援

民生委員児童委員協議会 5,900 民生委員活動に対する支援

自治振興会等

入善町社会福祉協議会

入善町シルバー人材センター

支給対象者

7,924

（単位：千円）

入善土地改良区 40,200 土地改良事業に対する支援

134,244

富山県知事 12,810 県道整備にかかる負担金

実施団体 10,750
経営規模の拡大に必要な農業用機械等導入に対す
る支援

自治振興会 5,531 LED防犯灯設置に対する支援

区分 相手先 金額 支出目的

2,200

6,388

その他の補助金等
7,830

自治会等のソフト事業への支援

5,388

実施団体 182,250

49,575

担い手農家の経営安定化のための支援

病児保育事業に対する支援

新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合 364,149 一部事務組合に対する町負担金

入善町農業公社 2,572

自治振興会 15,169 自治会に対する支援

新川広域圏事務組合 267,224 一部事務組合に対する町負担金

他団体への公共施設等整備補助金等

(所有外資産分）

農業公社運営に対する支援

実施団体 16,934 農地集積に協力する者に対する支援

平成26年4月の消費税率引き上げによる影響緩和

シルバー人材センター運営に対する支援

嶋田医院



名称区分 相手先 金額 支出目的

商工会事業助成

中小企業設備投資促進

デマンド交通補助

新幹線ライナー

にゅうぜんシンボルイルミネーション

フラワーロード開催

入善町観光物産協会

空き家バンク利活用促進

安心定住促進

新川地域消防組合負担金

学校給食費補助

海外交流事業負担金

入善町文化振興財団補助

入善町体育協会補助

その他

計

その他の補助金等
申請者 2,960 空き家バンクを利用した賃貸・売買に対する支援

181,373

入善町体育協会 37,916 体育協会の運営に対する支援

入善町文化振興財団 39,842 文化振興財団の運営に対する支援

海外交流事業負担金会計 7,512 海外交流事業に対する支援

小中学校 17,803 学校給食費に対する支援

新川地域消防組合 283,908 一部事務組合に対する町負担金

申請者 10,900 親族との同居、近居を進めるものへの支援

観光物産協会 7,280 観光物産協会の運営に対する支援

フラワーロード実行委員会 7,000 フラワーロード開催に対する支援

にゅうぜんシンボルイルミネーション実行委員会 4,786 イルミネーション事業に対する支援

実施団体 13,029 新幹線ライナー運行に対する支援

実施団体 44,866 中小企業の設備投資に対する支援

実施団体 15,312 デマンド交通運行に対する支援

入善町商工会 30,115 商工会事業に対する支援

合計 2,000,827

1,866,583



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
3,445,814

146,752
7,488

17,806
17,851

440,186
1,207

42,823
10,976

2,895,258
2,947

763
13,379
37,793

7,081,043
国庫支出金 341,877
県支出金 52,759

計 394,636
国庫支出金 638,657
県支出金 686,709

計 1,325,366
1,720,002
8,801,045

他会計繰入金

交通安全対策特別交付金

地方譲与税

地方交付税
地方特例交付金
自動車取得税交付金
ゴルフ場利用税交付金
地方消費税交付金
株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金
利子割交付金

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

地方税

寄付金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計

分担金・負担金



会計 区分 財源の内容 金額

0

計 0

計 0
0
0

育英奨学金特
別会計

税収等

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 9,387,564 1,328,855 432,796 7,535,112 90,801

有形固定資産等の増加 3,280,099 391,147 1,235,700 1,653,252

貸付金・基金等の増加 410,047 410,047

その他 0

合計 13,077,710 1,720,002 1,668,496 9,598,411 90,801

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 449,592

要求払預金 0

短期投資 0

合計 449,592


